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京都北部では初  子育てをしながら、仕事を探しているあなたを応援します

ハローワーク福知山
　　

（平成23年6月16日開設）

福知山市東羽合町37　TEL：0773-23-8609
開所時間 /8：30～ 17：15

（土・日・休祝日・年末年始は休み）
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京都府から「出張相談」も実施中
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	新年 の ご挨拶
	 	 京都労働局長　　小池　國光

新年明けましておめでとうございます。

　皆様におかれましては、健やかに平成 24 年の新春を迎えられたことをお慶び申し上げます。

　昨年 3 月 11 日に発生しました東日本大震災は、我が国に未曽有の被害をもたらし、10 か月経過した現在に
おいても多くの方々が避難生活を余儀なくされておられます。被災された皆様には改めてお見舞いを申し上げ
ますとともに、一日も早い本格的な復興への希望のある年になるよう祈念申し上げます。
　また、昨年 9 月には台風の影響で和歌山県及び奈良県に大きな被害が発生しました。さらには、タイにおけ
る洪水では、京都府内の企業を含む多くの日本企業が被害にあっております。自然災害の脅威を改めて認識し
たところであり、被災された方々に対して心からお見舞い申し上げます。

　さて、我が国の経済状況でございますが、景気は、東日本大震災等の影響により依然として厳しい状況にあ
るなかで、緩やかに持ち直しているとされております。しかしながら、先行きにつきましては、電力供給の制
約、欧州経済危機及びタイの洪水等を背景とした海外景気の下振れや円高などの懸念材料があり、雇用情勢の
悪化懸念が依然残っていることに注意が必要であります。
  さらには、失業率の高止まりや非正規労働者の増大に見られるように日本社会が二極化しつつあり、格差の
問題が強く意識されるようになっています。今後の社会保障制度や産業基盤の維持にも影響を与えるとされて
おり、そのための対応策として雇用の確保が何よりも大切であることが改めて認識され、加えて昨年の災害か
らの復興、とりわけ生活再建のためには、働く場の確保が重要な支援であることが明らかになったところです。
　京都府内の有効求人倍率は、平成 23 年 11 月が、0.69 倍となり、緩やかな回復傾向を示していますが、平成
20 年 9 月のリーマン・ショック前の水準までは回復しておらず厳しい状況が続いております。

　京都労働局といたしましては、雇用調整助成金等を活用した雇用維持支援や京都府、京都市をはじめとする
関係機関と連携して求職者の方々等に対して就職支援等の対策を講じております。
　さらに、京都府と共同で平成 21 年 8 月に発足させた「京都求人開拓特別推進チーム」を活用して求人の総
量確保を図るとともに新規学校卒業予定者のための求人確保も鋭意取り組んでいるところです。　
　昨年 10 月からは、雇用保険を受給できない求職者が職業訓練によるスキルアップを通じて早期就職を目指
すための制度として「求職者支援制度」が開始されました。京都労働局におきましても「求職者支援室」を設
置し、円滑な制度運営に取り組むこととしたところであり、ハローワークを中心に制度を活用した就職促進に
取り組んでまいります。
　また、厳しい就職環境にある新卒者に対して、平成 22 年 9 月に設置した「京都新卒応援ハローワーク」を
中心に府内の各ハローワークにおいてジョブ・サポーター等による個別支援などにも積極的に取り組んでいる
ところであります。

　本年におきましても、昨年に引き続き全力で求人確保に取り組むとともに、求職者支援制度を活用し、能力
開発を通じた早期再就職支援や新規学卒者を含めた若年者対策、障害者の就職促進及び 65 歳までの雇用確保
措置の定着促進等を一層推進してまいります。
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３年以内既卒者（新卒扱い）採用拡大奨励金・ 
３年以内既卒者トライアル雇用奨励金の 

申請をされる事業主の皆さまへ 

奨励金制度の実施期間を延長しました！ 
上記２つの奨励金は、学校卒業後安定した仕事に就いていない若者の就職促進を図るため、
３���������������������������������年以内既卒者を雇い入れた事業主に対して奨励金を支給するものです。 
この奨励金制度は、平成 23 年度末までの時限措置でしたが、震災や円高の影響により、
今後も厳しい就職環境が継続する可能性が高いことから、実施期間を延長しました。 

基本（特例措置以外） 東日本大震災特例措置

延長内容

平成24年６月末までにハローワー
クから紹介を受け、平成24年7月末
までに雇用開始した労働者が支給
対象となります（※3）

平成25年３月末までにハローワー
クから紹介を受け、平成25年４月
末までに雇用開始した労働者が支
給対象となります（※3）

３年以内既卒者
（新卒扱い）

採用拡大奨励金
平成21年３月以降に

大学等（※1）を卒業後、
安定した就労経験が

ない人が対象

正規雇用から６か月定着した場合
に、100万円支給 

（奨励金の支給は、雇用保険適用事
業所単位で１事業所１回限り） 

「震災特例専用求人（※2 ）」を提出
し、対象者を雇い入れ
➡ 正規雇用から６か月定着した場
合に、120万円支給
雇用保険適用事業所単位で１事業
所最大10回（震災特例対象者10人）
まで支給が可能

３年以内既卒者
トライアル雇用

奨励金
平成21年３月以降に
大学等、高校、中学を

卒業後、安定した
就労経験がない人が対象

有期雇用（トライアル雇用）期間（原
則３か月）
：１人につき月額10万円、
正規雇用から３か月後
：50万円支給

「震災特例専用求人」を提出し、対象
者を雇い入れ
➡ 正規雇用から３か月定着した場
合に、60万円支給

※1 �������������������������������������　������������������������������������「大学等」とは、大学、大学院、短大、高専および専修学校などをいいます。 
※2�� �����������������������������������������������　� ����������������������������������������������� 「震災特例専用求人」とは、被災した卒業後３年以内の既卒者に限定した奨励金対象求人をいいます。 
※3 ��������������������������������������������������������　�������������������������������������������������������平成21年3月1日から平成22年2月28日までに卒業し、安定した就労経験がない人については、平成24年３月末ま

でにハローワークから紹介を受け､平成24年7月31日までに雇用される必要があります。 

●　���������������������������������������������各奨励金とも、ハローワークまたは新卒応援ハローワークに求職登録をしていて、公共職業安定所長
が奨励金の活用が必要であると認めた人が対象となります。(ハローワークまたは新卒応援ハローワーク
から紹介を受ける前に、対象者を雇用する取り決めをしている場合は、支給対象になりません) 

●　���������������������������������������雇用開始日の前日から起算して過去３年間に、その労働者を雇用したことがある場合（アルバイトな
ど短期雇用も含む）は、支給対象になりません。 

●　������������������������������������������������平成23年11月20日以前に奨励金対象求人への紹介を受けている場合には、平成24年３月末までに雇
用開始した労働者が支給対象となります。 

奨励金の支給には、このほかにも一定の要件があります。奨励金制度を利用される前に必ず、
お近くの都道府県労働局、最寄りのハローワークにお問い合せください。

事業主の皆さまへ
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京都新卒応援ハローワーク

ハローワーク西陣　烏丸御池プラザ

若年相談コーナー

平成22年9月24日開設

開設１年2,100人超が就職!!
（Ｈ22.9.24～Ｈ23.8.31）

　ハローワーク西陣 烏丸御池プラザ「若年相談コーナー」は、平成 22 年９月 24日 から
「京都新卒応援ハローワーク」として新たなサービスメニューを加え、下記のような内容
で学生の就職活動を支援するとともに、大卒等求人票の公開や学生職業総合支援センタ
ーのホームページから、学生に求人情報等の提供サービスを行っております。
　新規大学等卒業予定者を対象とする求人のお申込など、事業主の皆さまのご支援、ご
協力なしには現下の若年者の厳しい就職状況の解決はございません。
　京都新卒応援ハローワークとしましては、今後も継続的に若年者の援助を行ってまい
りますので、引き続き、ご支援、ご協力よろしくお願いいたします。

専任の

ジョブサポーターによる

予約制・担当制の相談。

★個別相談プログラム★

大学等卒業予定者対象に
面接対策等のセミナーを実施。

（火・水 15：00 ～）

★個別支援セミナー★

卒業後３年以内の既卒者の方が
応募しやすい求人の情報や

イベント情報等をご自宅に郵送。

★情報提供★
「３年以内既卒者トライアル雇

用奨励金」・「３年以内既卒者採

用拡大奨励金」を活用した効果

的な仕事の紹介。

★職業相談・職業紹介★

正社員として働いた経験がない（あっても少ない）
　　フリーターの方等 35歳未満の若年者についても、

これまでどおり利用が可能。

求職者の皆さまへ
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〒 604-0845
京都市中京区烏丸御池上ル北西角
明治安田生命京都ビル 1F
Tel   075-256-8609
Fax  075-256-8686
●開庁時間：8：30 ～ 17：15
　( 土・日・休祝日・年末年始は休み )

京都新卒応援
ハローワーク

烏
丸
通
り

御池通り

烏丸御池駅

北

「京都新卒応援ハローワーク」
の相談ブースの状況
（平成23年11月28日）

お問い合せ先
ハローワーク西陣 烏丸御池プラザ
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　来春新規学校卒業予定者の就職内
定状況は、全国で大学等卒業予定者
が 59.9％（10月 １日現在）、京都
府では京都労働局独自調査において
43.8％と、約 15,000 人の学生が未
内定という状況であり、また、高校
卒業予定者は９月末現在で41 .5％、
京都府では 48.1％となり非常に厳
しい状況となっています。

　また、いったん卒業すると新卒枠
への応募機会が極めて限定されるた
め、既卒者の就職環境もますます厳
しさを増しています。

　このため、京都労働局では、「京
都新卒応援ハローワーク」（P. ４参
照）を設置するなど、新規学校卒業
予定者等の就職支援を積極的に行っ
ているところです。

　つきましては、希望を抱き社会人
として巣立とうとしている学生・生
徒並びに卒業後も就職活動をしてお
られる方が一人でも多く就職できま
すよう、是非、ハローワークに求人
をお申込いただきますようお願いい
たします。

○京都西陣	（075）451 － 8632
○園 部	（0771）62 － 0246
○京都七条	（075）341 － 5505
○伏 見	（075）602 － 8609
○宇 治	（0774）20 － 8609
○京都田辺	（0774）65 － 8609

○木 津	（0774）73 － 8609
○福 知 山	（0773）23 － 8609
○綾 部	（0773）42 － 8609
○舞 鶴	（0773）75 － 8609
○峰 山	（0772）62 － 8609
○宮 津	（0772）22 － 8609

ご利用は、すべて無料です。

事業主の皆さまへ

平成24年３月 新規学校卒業予定者等の
学生・生徒の求人申込を! !

お問い合せ先　京都府内のハローワーク求人担当部門

終了 終了
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事業主の皆さまへ

２　税制優遇制度の対象となる事業主の要件

◆　青色申告書を提出する事業主であること

◆　適用年度とその前事業年度に、事業主都合による離職者がいないこと

◆　適用年度に雇用者(雇用保険一般被保険者)の数を５人以上（中小企業の場合は２人

以上）、かつ 、10％以上増加させていること

◆　適用年度における給与等の支給額が、比較給与等支給額※１以上であること

◆　風俗営業等※2を営む事業主ではないこと

※１ 比較給与等支給額 ＝
 前事業年度の給与等の支給額 

＋ 前事業年度の給与等の支給額 ×雇用増加割合×30％

　※２ 風俗営業及び性風俗関連特殊営業

１　税制優遇制度の概要

◆　平成23年４月１日から平成26年３月31日までの期間内に始まるいずれかの事業

年度（以下「適用年度」といいます。）※１において、雇用者増加数５人以上（中小企業は２

人以上）、かつ、雇用増加割合※２10％以上等の要件を満たす企業は、雇用増加数１人当

たり20万円の税額控除※３が受けられます。

　※１ 個人事業主の場合は、平成24年１月１日から平成26年12月31日までの各暦年

　
※２ 雇用増加割合 ＝

	 適用年度の雇用者増加数

	 前事業年度末日の雇用者総数

　※３ 当期の法人税額の10％(中小企業は20％)が限度になります。

３　事務手続

１．事業年度開始後２カ月以内に、目標の雇用増加数などを記載した雇用促進計画を

作成し、ハローワーク※へ提出してください。

　　➡ハローワークが従業員の新規採用を支援します。

２．事業年度終了後２カ月以内（個人事業主については３月15日まで）に、ハロー

ワーク※で雇用促進計画の達成状況の確認を求めてください。確認を求めてから返

送まで約２週間（４～５月は１カ月程度）を要しますので、確定申告期限に間に

合うようご留意ください。

３．確認を受けた雇用促進計画の写しを確定申告等に添付して、税務署に申告してく

ださい。

　※　事業主の主たる事業所（連結納税制度を適用している法人の場合は、連結親法人の主たる

事業所）の所在地を管轄するハローワークを指します。

雇用促進計画の作成・確認などについ����������������������������ては、�������������������������本社・本店を管轄する労働局またはハローワークまで�、
税額控除制度について���������������������は、�������������������最寄りの税務署まで����������お問い合せください。

雇用促進税制がスタートしました!!
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事業主の皆さまへ

「ジョブ・カード」を
採用面接に取り入れませんか

「ジョブ・カード」とは、正社員採用やキャリア・アップを目指す求職者が、キャリア・コンサルティン
グや職業訓練を受けながら作成する就職活動のための書類ファイルで、『履歴シート』『職務経歴シート』

『キャリアシート』『評価シート』からなっています。履歴はもちろん、これまでの職務の中で得られた知識・
技能、自己ＰＲ、就業に関する目標・希望、職業訓練を受けた場合は修了後の能力評価…などが具体的に詳し
く記載されています。求職者の人物評価をいろいろな面から行うためのツールとして、ぜひ、ジョブ・カード
を採用面接の応募書類にご活用ください。

「ジョブ・カード普及サポーター企業」として登録しませんか

「ジョブ・カード」をより多くの企業に知っていただき、採用面接などへの活用機会を増やしていくため、「ジョ
ブ・カード普及サポーター企業」を募集します。ジョブ・カードを採用面接の応募書類として活用する
ことにご協力いただける企業の皆さま、ぜひ登録をお願いいたします。登録いただいた企業名などは、希
望により厚生労働省のホームページで公表します。

登録方法については、お近くのジョブ・カードセンター、サポートセンターにお尋ねください。
なお、ジョブ・カード普及サポーター企業の登録は無料です。

◆ジョブ・カード普及サポーター企業として、ご協力いただく事項◆
①　ハローワークでの求人申込の際は、応募書類として、「ジョブ・カード」を指定していただくか、履歴書・職務

経歴書以外に「ジョブ・カードも可能である旨」を記載した上で求人申込をしてください。
②　今後の施策の参考とするため、活用状況やジョブ・カードに対するご意見などについてのアンケートなどに

ご協力をお願いする場合があります。

京都府地域ジョブ・カード（サポート）センター
　京　都商工会議所　☎０７５－２５７－００２０
　福知山商工会議所　☎０７７３－２２－２１０８

企業での訓練実施、ジョブ・カード普及サポーター企業についてのお問い合せ先

ジョブ・カードの特徴

□求職者の仕事に対する意欲がわかります。
求職者は、ジョブ・カード作成過程できめ細かなキャリア・コンサルティングを
受け、自分の強み、仕事の目標・希望などを明確にしています。

□ 登録キャリア・コンサルタント（※）のコメントがあります。
『キャリア・シート』には、仕事やキャリア・アップに取り組む姿勢などがわか
りやすく書かれています。（キャリア・シートの提出は求職者の任意になります）
（※）ジョブ・カード交付のための専門講習を受け、厚生労働省等に登録されたキャリア・コンサルタント

□自社が求める職業能力を持っているか判断する際の参考になります。
求職者がジョブ・カードを活用した職業訓練で企業実習を行った場合、訓練を実
施した企業が、社会人としての基礎力（ビジネスマナーなど）、職務に必要な技能・
技術などを『評価シート』で細かく評価しています。
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事業主の皆さまへ

労働保険関係手続の
電子申請が変わりました！

１
　「離職票の交付を伴う雇用保険被保険者資格喪失届」の

　　手続に係る電子申請の実施について

雇用保険関係手続につきましては、これまでの手続に加え、新たに、「離職票の交付を伴
う雇用保険被保険者資格喪失届」の手続について、平成 23 年 11 月 28日 （月）から電子
申請による受付を開始しました。

これに伴い、「雇用保険被保険者資格喪失届」と「雇用保険被保険者離職証明書（安定所
提出用）」を併せてハローワークに提出した場合の返戻書類である「離職票－１」、「資格喪
失確認通知書 ( 被保険者用 )」、「資格喪失確認通知書 ( 事業主通知用 )」、「離職票－２」及び「離
職証明書 ( 事業主控 )」については、従来は、郵送等により通知していましたが、「電子公文書」
で通知することが可能となりました。

２
　雇用保険関係手続に係る返戻書類の電子公文書による

　　返戻対象の拡大について

従来、以下の雇用保険関係手続に係る審査終了時の返戻書類については、郵送等により通
知していましたが、これらについても、平成 23 年 11 月 28日 （月）から電子公文書での
返戻が可能となりました。

⑴  「雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書」の提出及び「高年齢雇用継続給付」受給資格確認

⑵  「雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書」の提出及び「高齢雇用継続給付受給資格」確認・「高年齢

　　雇用継続給付」（高年齢雇用継続基本給付金・高年齢再就職給付金）の申請（初回申請）

⑶  「雇用保険育児休業給付」（育児休業給付金）の申請（初回申請）

⑷  「雇用保険介護休業給付」（介護休業給付金）の申請

▼電子政府利用支援センター	 9：00 ～ 19：00（土・日・祝日を含む）

▼ナビダイヤル ※全国一律市内通話料金	 ☎０５７０－０４１０４１

▼ IP 電話・PHS をご利用の場合 ※通常通話料金	 ☎０３－５３３９－６５１２

▼ e-Gov ホームページ	 http://www.e-gov.go.jp/

e-Gov 電子申請システムに関するお問い合せ窓口

新規

新規
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平成 23 年４月１日から
「かめおかパートバンク」が

「ハローワークプラザかめおか」
として生まれ変わりました

「ハローワークプラザかめおか」の業務内容
・お仕事の相談、お仕事の紹介
・フルタイム、パートタイムの求人情報の提供
　（求人情報提供端末４台設置、亀岡・南丹地域の求人ファイルの展示）
・職業訓練情報の提供

お仕事をお探しのみなさんへ
ハローワーク西陣からのお知らせです

ハローワークプラザかめおか

ハローワークプラザかめおか（土・日・休祝日・年末年始は休み）
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平成 23 年
京都府内の障害者の雇用状況について

京都労働局では、「障害者の雇用の促進等に関する法律」により、身体障害者、知的障害者の雇用義務
がある事業主等から、平成 23 年６月１日現在の身体障害者、知的障害者及び精神障害者（以下「障害者」
という。）の雇用状況を求め、これを取りまとめました。その概要は以下のとおりです。

１　民間企業の障害者の雇用状況

　 障害者雇用率は１．７８％
法定雇用率 1.8％が適用される、常用労働者数 56 人以上規模の報告企業数は、1,429 社（前年1 ,358

社）となりました。
実雇用率は、1.78％（前年1 .82％）となりましたが、平成 22 年７月に制度改正（短時間労働者

の算入、除外率の引き下げ等）があったため、前年と単純に比較することは適当ではない状況にあり、
仮に改正前の制度に基づき、実雇用率を推計すると 1.91％程度となっています。

法定雇用率達成企業の割合は 48.1％（前年4 9.5％）、達成している企業数は 688 社（前年 672 社）
となっています。

雇用されている障害者数は、身体障害者が4,988.0 人（前年5,151人）、知的障害者が1,242.5人（前
年1 ,214 人）、精神障害者が 175.5 人（前年141 .0 人）となっています。

２　地方公共団体の障害者雇用状況

　 京都府の全ての機関が法定雇用率を達成
法定雇用率 2.1％が適用される、京都府の機関（京都府教育委員会を除く）の実雇用率は 2.73％

（前年 2.80％）となりましたが、平成 22 年７月に制度改正があったため、前年と単純に比較するこ
とは適当ではない状況にあり、仮に改正前の制度に基づき、実雇用率を推計すると 2.81％程度となっ
ています。

法定雇用率 2.0％が適用される京都府教育委員会の実雇用率は 2.13％（前年 2.16％）で、改正前
の制度に基づき推計した場合も 2.13％程度となっています。

　 市町村等の実雇用率は、２．２６％
市町村等の機関の実雇用率は 2.26％（前年 2.30％）で、改正前の制度に基づき推計した場合は

2.49％程度となっています。
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お問い合せ先
京都労働局職業対策課　☎０７５－２７５－５４２５
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平成 23 年
京都府内の高年齢者の雇用状況について

（平成 23 年 6 月 1 日現在の高年齢者雇用状況）

京都労働局では、高年齢者の雇用状況について、「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」に基
づき、平成 23 年 6 月1日  現在の報告を求め、常用労働者数 31 人以上規模の企業 2,667 社の状況
を集計しました。その概要は以下のとおりです。

１　「高年齢者の雇用確保措置」の状況
高年齢者を 64 歳まで雇用するための雇用確保措置を実施している企業の割合は 96.0％（2,560

社、前年比 0.1 ポイント上昇）となっています。企業規模別では、301 人以上規模の企業では
99.6％（263 社、前年比 0.4 ポイントの上昇）、51 人～ 300 人規模の企業では 96.9％（1,429 社、
同 0.1 ポイントの低下）、31 人～ 50 人規模の企業では 93.5％（868 社、同 0.3 ポイントの上昇）
となっています。

２　「希望者全員が 65 歳まで働ける企業」の状況
希望者全員が 65 歳まで働ける企業の割合は 50.9％（1,358 社、前年比 1.8 ポイントの上昇）

となり、初めて 50％を超えました。企業規模別では 301 人以上規模の企業では 31.4％（83 社、
同 0.9％ポイントの低下）、51 人～ 300 人規模の企業では 48.3％（712 社、同 2.3 ポイントの上昇）、
31 人～ 50 人規模の企業では 60.7％（563 社、同 1.5 ポイントの上昇）となっており、企業規模
が小さいほど取組が進んでいます。

３　「70 歳まで働ける企業」の状況
「70 歳まで働ける企業」の割合は 18.4％（490 社、前年比 0.1 ポイントの低下）となっていま

す。企業規模別では 301 人以上規模の企業では 18.6％（49 社、同 0.5 ポイントの上昇）、31 人
～ 300 人規模の企業では 18.4％（441 社、同 0.2 ポイントの低下）となっています。

お問い合せ先
京都労働局職業対策課　☎０７５－２７５－５４２４

（注）平成20年までは常用労働者数51人以上規模の企業の状況、平成21年からは31人以上規模の企業の状況。
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主　　催	 京都労働局・ハローワーク・京都障害者職業相談室
	 京都府・京都障害者職業センター

日　　時	 平成 24 年 2 月 14 日（火）
		応  募者受付開始	11 ：00 ～
		  企業受付開始	1 2：00 ～
		  面接開始	1 2：30 ～
		  面接受付終了	1 5：00
		  面接会終了	1 7：00
	 ※面接受付状況により 14：00 で受付を終了する事業所もあります。

開催規模	求 人企業　48 社　 参加求職者　400 名程度

会　　場	 国立京都国際会館「イベントホール」
	 京都市左京区宝ヶ池
	 ● 地下鉄烏丸線「国際会館」駅から徒歩約 5 分
		  地下鉄烏丸線「国際会館」駅の改札から地下通路を通り
		  出入口 4 － 2 をご利用ください。

お問い合せ先

ハローワーク 西　　陣	 ☎０７５－４５１－８６０９
　 　 園 部 出 張 所	 ☎０７７１－６２－０２４６
ハローワーク 京都七条	 ☎０７５－３４１－８６０９
京都障害者職業相談室	 ☎０７５－３４１－２６２６
ハローワーク 伏　　見	 ☎０７５－６０２－８６０９
ハローワーク 宇　　治	 ☎０７７４－２０－８６０９
ハローワーク 田　　辺	 ☎０７７４－６５－８６０９
　 　 木 津 出 張 所	 ☎０７７４－７３－８６０９

平成 23 年度第２回障害者就職面接会
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京都府の最低賃金一覧表
京都府最低賃金

（平成 23 年 10 月 16 日発効） 時間額  ７５１ 円

産 業 別 最 低 賃 金
最 低 賃 金 の 件 名 時間額 ( 円 ) 発効日 なお、下記の者は [ 京都府最低賃金 ] が適用されます。

印   刷   業 765 22.12.18

・18 歳未満又は 65 歳以上の者
・雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中の者
・清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者
・手作業による印刷物の運搬、整理、選別、包装、はさみ込み、
  荷札付け、袋貼り、封筒入れ又は帯封の業務に主として従事す
  る者

金属素形材製品､ ボルト ･ ナット・リ
ベット ･ 小ねじ・木ねじ等製造業 ( 粉
末冶金製品製造業を除く )

829 23.12.18

・18 歳未満又は 65 歳以上の者
・雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中の者
・清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者
・部分品の組立て又は加工の業務のうち、手作業により又は手工
  具若しくは小型動力機を用いて行う組線､ 取付け、かしめ又は
  バリ取りの業務に主として従事する者
・手作業による検数、選別、包装、材料若しくは部品の取りそろ  
  え又は洗浄の業務に主として従事する者              
・塗装若しくはメッキにおけるマスキング又は防さび処理の業務  
  に主として従事する者
・書類等の事業場内集配又は複写の業務に主として従事する者  

ポンプ・圧縮機器、一般産業用機械・
装置、その他のはん用機械・同部分品、
繊維機械、生活関連産業用機械、基礎
素材産業用機械、金属加工機械、半導体・
フラットパネルディスプレイ製造装置、
その他の生産用機械・同部分品、事務
用機械器具、サービス用・娯楽用機械
器具、建設機械・鉱山機械製造業（建
設用クレーン製造業に限る）

822 20.12.21

電子部品・デバイス・電子回路、電気
機械器具、情報通信機械器具製造業 825 23.12.18

 

輸送用機械器具、建設  
機械・鉱山機械製造業

輸送用機械器具製造業は自転
車・同部品製造業を除く。
建設機械・鉱山機械製造業は
建設用ショベルトラック製造
業に限る

834 23.12.18

・18 歳未満又は 65 歳以上の者
・雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中の者
・清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者
・部分品の組立て又は加工の業務のうち、手作業により又は手工
  具若しくは小型動力機を用いて行う組線､ 取付け、かしめ又は
  バリ取りの業務に主として従事する者
・手作業による検数、選別、包装、材料若しくは部品の取りそろ  
  え又は洗浄の業務に主として従事する者              
・塗装若しくはメッキにおけるマスキング又は防さび処理の業務  
  に主として従事する者
・手作業により又は手工具若しくは小型動力機を用いて行う簡易
  なさび止め、さび落とし又は塗装の業務主として従事する者
・書類等の事業場内集配又は複写の業務に主として従事する者

各種商品小売業
衣･食･住にわたる商品を一括して
一事業所で小売りする事業所

776 23.12.18
・18 歳未満又は 65 歳以上の者
・雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中の者
・清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者

自動車（新車）小売業 754 23.12.18

・18 歳未満又は 65 歳以上の者
・雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中の者（ただし、
  自動車整備の業務に主として従事する者については、雇入れ後
  ６月未満の者であって、技能習得中の者）
・清掃、片付け又は賄いの業務に主として従事する者
・洗車、ワックスかけ又は駐車場内整理の業務に主として従事す
  る者
・受付補助又は書類等の事業場内集配、複写若しくは転記の業務
  に主として従事する者

自動車小売業
中古車、自動車部分品 ･ 附属品
小売業

時間額については、京都府最低賃金が適用になります。ただし、日給制の労働者については、
自動車小売業最低賃金の日額 5,926 円の適用もあります。

　１．京都府最低賃金は、京都府内の事業場で働くすべての労働者（パートタイマー､ アルバイト等を含む｡）と労働者を一人で使用し
ているすべての使用者に適用されます。

　２．支払賃金を最低賃金と比較する場合、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、時間外・休日・深夜手当、賞与等は外します。

○詳しくは京都労働局 労働基準部 賃金室（☎０７５－２４１－３２１５、FAX ０７５－２４１－３２２２）
　又は最寄りの労働基準監督署にお尋ねください。

必ずチェック  最低賃金！
使用者も、　労働者も。
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厚生労働省
京都労働局・

最近の雇用失業情勢
京都局の求人・求職・求人倍率の状況　（パートを含む原数値　※有効求人倍率は季調値） 

倍
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41,127

30,389

1.02 

0.92 

0.79 

0.51 
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0.65 0.62 0.62 0.63 

0.66 0.68 0.68 0.69 0.67 

有　　効
求人倍率

新　　規
求職者数

新　　規
求 人 数

有　　効
求職者数

有　効
求人数

京都労働局のＨＰがリニューアル

平成23年７月１日から
リニューアルし、
より見やすくなりました。

事業主の皆さまへ

京都労働局 検索

発 　 　 行 　 京 都 労 働 局 職 業 安 定 部 職 業 安 定 課
ハローワーク京都だより №174（通巻208号）（平成24年1月4日発行）


